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＜今号の主な内容＞

＜JILPT調査＞　多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査
　　　　　　　　　――企業・労働者調査

＜事例取材＞　限定正社員と外国人材の活用に取り組む企業
　　　　　　　　コメリ　建設技術研究所　エバオン

＜JILPT調査＞　諸外国における外国人材受入制度
　　　　　　　　――非高度人材の位置づけ

＜スペシャルトピック＞
　「働き方の多様化に応じた人材育成の在り方」について分析
　　　　　　　　――平成30年版 労働経済白書

人手不足や経済のグローバル化を背景に、性別や年齢、国籍等によらない多様な人材を活用する傾向が高

まっている。職場における多様性が進むなか、一人ひとりが能力を発揮し、いきいきと働き続けられる職

場環境の構築にはどういった問題があり、その解消にはどのような人材マネジメントが求められるのか。

当機構が実施した調査結果や企業への取材などから、多様性が進む職場の実情と課題を見る。



Business Labor Trend 2018.11

3

多様な人材とマネジメント

　近年、企業において女性・高齢者・外国人材等の活
用が進むなか、職場における人材の多様性が高まって
いる。これらを踏まえ、多様な人材一人ひとりの能力
が発揮され、いきいきと働き続けられる職場環境の構
築に向けた人材マネジメントに関する諸課題を明らか
にすることを目的として、企業・労働者アンケート調
査を行った。本稿では、多様化の進展と多様な働き方
（限定生社員、高度専門人材、副業・兼業）に絞って、
調査結果を紹介する。
　アンケート調査は、企業調査については全国の常用
労働者100人以上の企業１万2,000社（企業調査では、
信用調査機関が保有する企業データベースにより、産
業・従業員規模別に層化無作為抽出）を対象に実施。
労働者調査は、調査対象企業で雇用されている正社員
８人に配付した（計９万6,000人）。調査期間は、
2018年２月14日から３月２日。調査方法は郵送によ
る調査票の配布・回収。
　企業調査の有効回収数は2,260件（有効回収率
18.8％）、労働者調査の有効回収数１万2,355件（有
効回収率12.9％）。回答属性はP15の表１、表２参照。

１　雇用人員（人手）の過不足の状況

雇用人員（人手）の
過不足の状況

　日本経済は近年の好
景気を背景として、雇
用人員の不足感が高
まっていると言われる。
企業調査では、雇用人
員（人手）の過不足の
状況について、(a)正

社員と(b)非正社員の別に聞いており、また、正社員
については、人材の種類ごとに過不足の状況を尋ねて
いる。これをまとめたものが図表１である。
　まず、正社員と非正社員の過不足状況を見ると、正
社員では、「不足・計」（「大いに不足」「やや不足」の
合計）が59.7％、「適当」が24.3％、「過剰・計」（「大
いに過剰」「やや過剰」の合計）が2.1％となっている。
非正社員は「不足・計」が33.7％、「適当」が55.0％、「過
剰・計」が4.2％となっている。
　「不足・計」の割合について、正社員と非正社員を
比較すると、正社員が59.7％、非正社員が33.7％と
なっており、非正社員に比べ正社員のほうが、「不足・
計」の割合は高い。「過剰・計」はいずれも少数である。
正社員・非正社員ともに不足感が見られるが、より、
正社員のほうが不足感は強い。
　では、正社員について、人材の種類ごとに、「不足・
計」を見るとどうであろうか。企業調査では、専門性
の高い職種について、過不足状況を尋ねている。それ
によれば、「不足・計」の割合は、「現場の技能労働者」
が64.4％で最も高く、次いで、「社内の人材マネジメ
ントを担う中核的な管理職」（56.5％）、「社内のIT化
を推進する人材」（56.4％）、「マーケティングや営業
の専門人材」（47.9％）、「財務や法務の専門人材」
（45.9％）、「研究開発等を支える高度人材」（33.2％）、
「海外展開に必要な国際人材」（26.0％）となっている。

多様な働き方の進展と人材マネジメントの 
在り方に関する調査―企業調査・労働者調査

調 査 部

JILPT調査

図表 1　雇用人員（人手）の過不足の状況（SA、単位＝％）【企業調査】

※「不足・計」は「大いに不足」「やや不足」の合計。

n 大いに
不足

やや
不足 適当 やや

過剰
大いに
過剰 無回答 不足・計

(a)正社員 2,260 12.2 47.5 24.3 2.0 0.1 13.8 59.7 
　現場の技能労働者 2,260 19.5 44.9 25.9 1.0 0.1 8.6 64.4 
　社内の人材マネジメントを担う中核的な管理職 2,260 9.4 47.1 33.4 1.2 0.3 8.7 56.5 
　社内のIT化を推進する人材 2,260 11.8 44.6 31.4 0.1 0.1 12.0 56.4 
　マーケティングや営業の専門人材 2,260 6.7 41.2 39.4 0.5 0.0 12.2 47.9 
　財務や法務の専門人材 2,260 5.8 40.1 41.2 0.4 0.0 12.4 45.9 
　研究開発等を支える高度人材 2,260 9.6 23.6 42.3 0.2 0.5 23.8 33.2 
　海外展開に必要な国際人材 2,260 11.1 14.9 45.1 0.1 0.7 28.2 26.0 
(b)非正社員 2,260 8.3 25.4 55.0 3.9 0.3 7.0 33.7 
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現場の技能労働者の不足が最も割合が
高いが、その他の高度な専門人材につ
いても不足感は強いようだ。

人材（人手）不足緩和対策の 
取り組み状況

　企業調査では、人材（人手）不足を
緩和するための対策の取り組み状況に
ついても尋ねている。人手不足の緩和
対策の実施割合では、「取り組んでい
る」が49.2％、「未だ取り組んでいな
いが、今後取り組む予定」が6.3％と
なっている（図表２）。
　次に、緩和対策に「取り組んでいる」
「未だ取り組んでいないが、今後取り
組む予定」とする企業に対して、人材
（人手）不足を緩和するために重要視
している対策（上位５つの複数回答）
を尋ねている。それによれば、「中途
採用を強化する（採用チャネルの多様
化、応募要件の緩和等含む）」が
56.3％、「新卒採用を強化する（通年
採用化、新卒定義の拡大、インターン
シップの受入強化等含む）」が53.5％
でともに５割台で高く、次いで、「業
務の効率化を進める（無駄な業務の削
減、業務の標準化、仕事の分担・進め
方の見直し等）」（45.0％）、「定年の
延長や再雇用等による雇用継続を行
う」（39.0％）も４割前後と高い。続
いて、「募集時の賃金を引き上げる」
（37.9％）、「募集時の賃金以外の処遇・
労働条件を改善する」（28.8％）、「非
正社員から正社員への登用を進める」
（28.8％）なども３割前後となって
いる（図表３）。
　新卒採用や中途採用の強化、業務効率化だけでなく、
高齢者の継続雇用を実施している企業も４割弱を占め
ており、募集面では、賃金や労働条件の改善を実施し
ている企業も目立つ。非正社員の登用で人員不足を緩
和している企業も見られる。

２　社内人材の多様化の状況

企業側から見た社内人材の多様化の状況

　近年、企業において女性・高齢者・外国人材等の活
用が進むなか、職場における人材の多様性が高まって

図表 2　人材（人手）不足を緩和するための対策の
取り組み状況（SA、単位＝％）【企業調査】

図表 3　人材（人手）不足を緩和するために重要視している対策
（上位 5つのMA、単位＝％）【企業調査】

49.2 6.3 5.3 39.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=2,260）

取り組んでいる 未だ取り組んでいないが、今後取り組む予定 取り組む予定はない 無回答
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0.5 

11.2 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

中途採用を強化する（採用チャネルの多様化、応募要

件の緩和等含む）

新卒採用を強化する（通年採用化、新卒定義の拡大、

インターンシップの受入強化等含む）

業務の効率化を進める（無駄な業務の削減、業務の標

準化、仕事の分担・進め方の見直し等）

定年の延長や再雇用等による雇用継続を行う

募集時の賃金を引き上げる

募集時の賃金以外の処遇・労働条件を改善する

非正社員から正社員への登用を進める

離職率を低下させるための雇用管理の改善

既存人材の配置転換

非正社員の活用を進める（非正社員の量的な拡大や業

務の高度化）

省力化投資（機械化・自動化、ＩＴ化）を行う

教育訓練・能力開発による生産性等の向上

教育訓練・能力開発による既存人材の業務可能範囲の

拡大

周辺業務の外部委託化（アウトソーシング）を進める

出向・転籍者を受け入れる

出産・育児等による離職者の呼び戻し・優先採用を行う

既存人材の時間外労働（残業や休日出勤）を増加させる

事業の縮小・見直し（営業時間の短縮、製品・サービス

の絞込み等）を行う

人材確保を主目的としたＭ＆Ａの実施

その他

無回答

上位５つに該当(n=1,255)

※�人材（人手）不足を緩和するための対策について、「取り組んでいる」「未だ取り組んでいないが、
今後取り組む予定」とする企業を対象に集計。
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いると言われる。そこで、
企業調査では、「性別、年齢、
国籍、雇用形態、職種等と
いった様々な観点から５年
前と現在を比較し、貴社の
社内人材の多様化が進んだ
と思いますか。また、５年
先の社内人材の多様化は、
現在と比較し進むと思いま
すか」と尋ねた。
　それによれば、まず、①５年前と現在の比較（これ
まで）で見ると、社内人材の多様化で「多様化推進・
計」（「多様化が大幅に推進」（4.8％）、「多様化がやや
推進」（43.7％）の合計）の割合は、48.5％と約半数
を占めている。
　一方、②現在と５年先の比較（今後）で見ると、「多
様化推進・計」（「多様化が大幅に推進」（10.6％）、「多
様化がやや推進」（52.4％）の合計）の割合は63.0％
となっている。「多様化推進・計」の割合は、これま
でに比べて、今後のほうが、14.5㌽高い（図表４）。

高齢社員、女性で多様化が進展

　では、どの属性で多様化が進んでいると企業は考え
ているのだろうか。企業調査では、①５年前と現在の
比較において、「多様化が大幅に推進」又は「多様化
がやや推進」と回答した企業を対象に、社内人材の多
様化が進んできたなかでの多様な人材（女性社員、
60歳以上の高齢社員、高度外国人社員（注１））について、
これまでの増減の状況を尋ねた。それによれば、「増加・
計」（「大幅に増加」「やや増加」の合計）の割合は、「60
歳以上の高齢社員」が78.8％、「女性社員」が62.3％、

「高度外国人社員」が17.9％となっている（図表５①）。
これまでに多様化が進んだ属性では、高齢社員や女性
社員での増加が多いようだ。
　一方、②現在と５年先の比較においても、「多様化
が大幅に推進」又は「多様化がやや推進」と回答した
企業を対象に、多様な人材（女性社員、60歳以上の
高齢社員、高度外国人社員）に対する将来的な採用意
欲を尋ねたところ、「上昇・計」とする割合（「大幅に
上昇」「やや上昇」の合計）は、「60歳以上の高齢社員」
が72.7％、「女性社員」が68.8％、「高度外国人社員」
が27.6％となっている（図表５②）。企業は、今後も、
高齢者、女性の採用意欲が強く、高度外国人について
も、採用意欲は高いようだ。

３　多様な働き方

　調査では、多様な働き方について、近年注目されて
いる、限定正社員や高度専門人材、そして、副業・兼
業という働き方についても、企業・労働者双方に尋ね
ている。以下では、これらの多様な働き方の状況につ
いて紹介する。

図表 4　性別、年齢、国籍、雇用形態、職種等の観点から見た社内人材の多様化の変化

（① 5年前と現在の比較、②現在と 5年先の比較）（SA、単位＝％）【企業調査】

図表 5　①社内人材の多様化における増減状況、及び②将来的な採用意欲（SA、単位＝％）【企業調査】

※�①5年前と現在を比較した増減状況は、社内人材の多様化について、5年前と現在の比較において、「多様化が大幅に推進」「多様化がやや推進」と回答した企業
を対象に集計。②現在と5年先を比較した将来的な採用意欲は、社内人材の多様化について、現在と5年先の比較において、「多様化が大幅に推進」「多様化がや
や推進」と回答した企業を対象に集計。「①5年前と現在を比較した増減状況」の「増加・計」は「大幅に増加」「やや増加」の合計。「②現在と5年先を比較した将
来的な採用意欲」の「上昇・計」は、「大幅に上昇」「やや上昇」の合計。
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一様化が大幅に推進 無回答
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女性社員 1,095 7.4 54.9 33.6 2.6 0.2 1.3 62.3 1,424 8.5 60.3 25.8 0.6 0.1 4.6 68.8 

６０歳以上の高齢社員 1,095 9.9 68.9 18.0 1.9 0.2 1.1 78.8 1,424 11.0 61.7 21.9 0.9 0.4 4.1 72.7 

高度外国人社員 1,095 2.5 15.4 65.8 0.3 0.7 15.3 17.9 1,424 2.9 24.7 56.2 0.2 0.3 15.7 27.6 
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１　限定正社員

限定正社員の状況

　企業調査では、「正社員であるが、いわゆる正社員（勤
務地、職務、勤務時間がいずれも限定されていない正
社員）と比較すると、勤務地、職務、労働時間等が限
定されている「限定正社員」がいますか」と尋ねてお
り、「限定正社員がいる」とする企業割合は20.4％で
ある（注２）。
　企業調査では、限定正社員がいる企業を対象にその
状況を尋ねている。それによれば、限定正社員が配属
されている割合が高い職種（上位３つまでの複数回答）
では、「事務職」が60.0％と最も多く、次いで、「専門・
技術職」（26.4％）、「製造・生産工程職」（20.3％）、「営
業職」（18.0％）、「サービス職」（14.7％）、「販売職」
（12.3％）などとなっている（図表６）。
　限定正社員といわゆる正社員の間の転換可能性につ
いてみると、「相互に転換することができる」とする
割合が66.5％と最も高く、次いで、「限定正社員から
正社員への転換のみ可能」（14.7％）、「転換すること
はできない」（14.1％）などとなっている。これを従
業員規模別に見ると、概ね規模が大きくなるほど、「相
互に転換することができる」とする割合が高くなる一
方で、規模が小さくなるほど「転換することはできな
い」とする割合が高くなる傾向にある（図表７）。

限定正社員・正社員間の基本給や昇進スピードの差

　企業調査では、「限定正社員といわゆる正社員との
間で、基本給や昇進スピードに差を設けていますか」
と尋ねている。それによれば、まず、基本給の差の設
定については、「いわゆる正社員の方が高い」とする
割合が58.4％と６割弱を占めており、「差はない」も
39.4％となっている。従業員規模別に見ると、規模
が大きくなるほど、「いわゆる正社員の方が高い」と
する割合は高くなる（図表８）。
　次に、企業調査では、基本給で「いわゆる正社員の
方が高い」と回答した企業について、限定正社員の基
本給は、いわゆる正社員の基本給の何割程度かについ
ても尋ねている。それによれば、「８割超～９割以下」
が43.0％と最も割合が高く、次いで、「９割超」が
24.4％、「７割超～８割以下」が23.0％、「７割以下」

が6.7％となっている（図表９）。
　また、昇進スピードの差の設定については、「差は
ない」が49.4％、「いわゆる正社員の方がはやい」が
48.3％となっており、両者は拮抗している（図表10）。

図表６　限定正社員が配属されている割合が高い職種
（３つまでのMA、単位＝％）【企業調査】

図表７　限定正社員と正社員の間の転換可能性
（SA、単位＝％）【企業調査】

図表８　限定正社員と正社員の間の基本給の差の設定
（SA、単位＝％）【企業調査】

合計（n=462）

事務職 60.0 

専門・技術職 26.4 

製造・生産工程職 20.3 

営業職 18.0 

サービス職 14.7 

販売職 12.3 

管理職 10.4 

輸送・機械運転職 6.1 

運搬・清掃等労務職 5.8 

保安職 1.5 

その他 2.2 

無回答 1.9 

※限定正社員がいる企業を対象に集計。

※限定正社員がいる企業を対象に集計。

※限定正社員がいる企業を対象に集計。

n

相
互
に
転
換
す
る
こ
と
が

で
き
る

正
社
員
か
ら
限
定
正
社
員

へ
の
転
換
の
み
可
能

限
定
正
社
員
か
ら
正
社
員

へ
の
転
換
の
み
可
能

転
換
す
る
こ
と
は
で
き
な

い

無
回
答

合計 462 66.5 2.6 14.7 14.1 2.2 

＜従業員規模＞

99人以下 14 42.9 14.3 7.1 28.6 7.1 

100～299人 214 65.9 2.3 14.0 17.3 0.5 

300～999人 137 62.8 2.9 17.5 13.1 3.6 

1,000人以上 95 75.8 1.1 13.7 6.3 3.2 

n

い
わ
ゆ
る
正
社

員
の
方
が
高
い

限
定
正
社
員
の

方
が
高
い

差
は
な
い

無
回
答

合計 462 58.4 1.5 39.4 0.6 

＜従業員規模＞

99人以下 14 42.9 - 57.1 -

100～299人 214 48.6 1.4 49.5 0.5 

300～999人 137 67.2 1.5 31.4 -

1,000人以上 95 69.5 2.1 26.3 2.1 
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限定正社員を導入している
理由、その効果

　企業調査では、限定正社員と
いう働き方を導入している理由
（複数回答）について尋ねてい
るが、それによれば、「仕事と
育児・介護・病気治療の両立
（ワーク・ライフ・バランス）
を支援するため」が53.9％と
最も多く、次いで、「人材の特
性に合わせた多様な雇用管理を
行うため」（42.4％）、「優秀な
人材を採用するため」（28.6％）、
「職務を限定することで、専門
性や生産性の向上をより促すた
め」（23.2％）などとなってい
る（図表11）。
　過去５年間における限定正社
員という働き方を導入したこと
による効果については、各項目
での肯定的割合（「そう思う」「や
やそう思う」の合計）について
見ると、「人材の定着率が高まっ
た」（54.7％）が最も割合が高く、
次いで、「社員のワーク・ライフ・
バランスが向上した」（49.7％）、
「人材の採用がしやすくなった」
（48.9％）が５割弱、「社員の
モチベーションが上がった」
（35.9％）、「社員の労働生産
性が向上した」（34.2％）、「社
員 の 専 門 性 が 向 上 し た」
（30.1％）が３割台となって
いる（図表12）。
　以上を踏まえると、先述の導
入動機と同様に、企業が効果を
感じている項目では、ワーク・ライフ・バランス向上
や採用面の評価が高い。これらの効果を実感している
企業がメインと言えるが、社員のモチベーションや労
働生産性、専門性の向上に効果を感じている企業も３
割程度見られる。

限定正社員から見た働き方の不満の有無

　では、労働者側は、限定正社員についてどのような
認識を持っているのだろうか。労働者調査では、勤め
先企業の働き方が「限定正社員」とする者に対して、「勤

図表９　�限定正社員と正社員の間の基本給の差がある場合の正社員と比べて
の限定正社員の基本給の割合（SA、単位＝％）【企業調査】

図表 10　限定正社員と正社員の間の昇進スピードの差の設定
（SA、単位＝％）【企業調査】

図表 11　限定正社員という働き方を導入している理由
（MA、単位＝％）【企業調査】

24.4 43.0 23.0 6.7 3.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計(n=270）

９割超 ８割超～９割以下 ７割超～８割以下 ７割以下 無回答

48.3 

1.3 

49.4 1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=462）

いわゆる正社員の方がはやい 限定正社員の方がはやい
差はない 無回答

53.9 

42.4 

28.6 

23.2 

13.4 

10.2 

7.8 

6.5 

1.3 

6.9 

1.3 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

仕事と育児・介護・病気治療の両立（ワーク・ラ

イフ・バランス）を支援するため

人材の特性に合わせた多様な雇用管理を行うため

優秀な人材を採用するため

職務を限定することで、専門性や生産性の向上

をより促すため

非正社員から正社員への転換を円滑化させるため

人件費の節約のため

従業員や労働組合等からの要望があったため

１日や週の中の仕事の繁閑など業務量の変化

に対応するため

同業他社が限定正社員を導入しているため

その他

無回答

合計（n=462）

※�限定正社員がいる企業のうち、基本給が限定正社員に比べ「いわゆる正社員の方が高い」とする企業を
対象に集計。

※限定正社員がいる企業を対象に集計。

※限定正社員がいる企業を対象に集計。
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め先企業における、
いわゆる正社員と御
自身の就労状況・処
遇・昇進を比較して、
不満を感じたことが
あるか」と尋ねてい
る。それによれば、
不満が「ある」とす
る割合は31.1％と
なっている。これを
性別に見ると、男性
に比べ女性のほうが、
不満が「ある」とする割合が高い。
また、従業員規模別に見ると、規
模が大きくなるほど、不満が「あ
る」とする割合が高くなる傾向に
ある（図表13）。
　勤め先企業における、正社員と
自身（限定正社員）の就労状況・
処遇・昇進を比較して、不満が「あ
る」とする者を対象に、不満を感
じた具体的な事柄（複数回答）を
尋ねたところ、「不合理な賃金差
がある」が56.6％で最も多く、
次いで、「共有がしっかりとなさ
れない情報が多い」（36.8％）、「不
合理な昇進スピードの差がある」
（33.5％）、「労働時間と比較して、
業務量が過大になった」（26.8％）、
「短時間労働しかできないなか、
締切までに十分な余裕のない仕事
発注が多い」（15.4％）、「限定し
た職務内容以外の業務を手伝うよ
うに発注・指示される」（14.3％）
などとなっている（図表14）。
　以上を踏まえると、企業調査で
は、規模が大きくなるほど、基本
給の差があるなど、正社員と限定
正社員の間に格差を設定する企業
が見られた。その一方で、労働者
調査では、限定正社員のなかで３
割程度が不満を抱いており、規模

図表 12　過去 5年間における限定正社員という働き方を導入したことによる効果
（n=462、SA、単位＝％）【企業調査】

図表 13　勤め先企業における、正社員と自身（限定正社員）の
就労状況・処遇・昇進を比較しての不満の有無

（SA、単位＝％）【労働者調査】

図表 14　不満を感じた具体的な事柄（MA、単位＝％）【労働者調査】

9.5 

7.1 

9.5 

3.0 

2.4 

2.6 

45.2 

42.6 

39.4 

32.9 

31.8 

27.5 

32.9 

36.6 

35.7 

47.8 

49.8 

51.7 

10.2 

10.4 

12.3 

12.6 

12.8 

14.7 

2.2 

3.2 

3.0 

3.7 

3.2 

3.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材の定着率が高まった

社員のワーク・ライフ・バランスが向上した

人材の採用がしやすくなった

社員のモチベーションが上がった

社員の労働生産性が向上した

社員の専門性が向上した

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない 無回答

31.1 

25.2 

33.8 

23.8 

30.1 

30.3 

39.4 

61.2 

67.9 

58.1 

64.3 

63.0 

58.9 

56.7 

7.8 

6.9 

8.2 

11.9 

6.9 

10.8 

3.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=876）

＜性別＞

男性(n=274）

女性(n=601）

＜従業員規模＞

９９人以下(n=42）

１００～２９９人(n=535）

３００～９９９人(n=185）

１，０００人以上(n=104）

ある ない 無回答

56.6 

36.8 

33.5 

26.8 

15.4 

14.3 

10.3 

11.8 

1.1 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

不合理な賃金差がある

共有がしっかりとなされない情報が多い

不合理な昇進スピードの差がある

労働時間と比較して、業務量が過大になった

短時間労働しかできないなか、締切までに

十分な余裕のない仕事発注が多い

限定した職務内容以外の業務を

手伝うように発注・指示される

いわゆる正社員と限定正社員との間の

転換制度が設けられていない

その他

無回答

合計（n=272）

※限定正社員がいる企業を対象に集計。

※勤め先企業での働き方が「限定正社員」とする者を対象に集計。

※�勤め先企業での働き方が「限定正社員」とする者のうち、勤め先企業における、いわゆる正社員と自身
の就労状況・処遇・昇進を比較して、不満を感じたことが「ある」と回答した者を対象に集計。
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が大きくなるほどその割合は高くなっている。不満を
抱く者のなかでは、賃金差や昇進スピードの差に不満
を感じる者が目立つ。それ以外にも、勤務条件の限定
を伴うがゆえに、情報共有の不足や過剰な業務量、余
裕のない仕事発注、限定業務以外の仕事発注など、業
務遂行上の不満も見られるようだ。

正社員から見た「限定正社員」に対する認識

　さらに、労働者調査では、「いわゆる正社員」と回
答した者に対して、「今後、５年先を見据えて、限定
正社員といった働き方を希望する可能性があると思い
ますか。現在の勤め先企業における限定正社員といっ
た働き方の導入の有無にかかわらず、今後の意向を教
えてください」と尋ねている。それによれば、「希望
する可能性がある」が30.3％、「希望することはない」
が63.8％となっている。
　これを性別に見ると、「希望する可能性がある」の
割合は、女性が44.2％、男性が21.7％で、女性のほ
うが割合は高い。性・年齢別に見
ると、男性は、年齢が高くなるほ
ど「希望する可能性がある」の割
合が高くなり、とくに「60代以上」
では37.3％と最も高くなってい
る。一方、女性では、「希望する
可能性がある」の割合は、いずれ
の年齢においても４割前後あるが、
とくに「20代以下」で最も割合
が高い（図表15）。

限定正社員を希望する理由、
希望しない理由

　いわゆる正社員のなかで、限定
正社員への転換を「希望する可能
性がある」とする者を対象に、限
定正社員を希望する可能性がある
理由を尋ねたところ（上位３つま
での複数回答）、「余暇時間を大切にしたい」が65.5％
と最も多く、次いで、「仕事と育児の両立」（47.6％）、
「仕事と介護の両立」（38.0％）、「職務を限定して専
門性を高めたい」（28.2％）などとなっている（図表
16）。
　一方、限定正社員への転換を「希望することはない」

とする者を対象に、限定正社員を希望しない理由を尋
ねたところ（上位３つまでの複数回答）、「賃金が低下
する」が77.7％と最も多く、次いで、「多様な経験を
通じて、能力を向上させたい」（43.4％）、「職務を限
定し専門性を向上させても、それに見合った額の賃金
が払われない」（38.7％）、「職務を限定すると、キャ

図表 16　限定正社員の働き方を希望する可能性がある理由
（3つまでのMA、単位＝％）【労働者調査】

65.5 

47.6 

38.0 

28.2 

21.7 

17.3 

17.1 

12.2 

5.8 

1.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

余暇時間を大切にしたい

仕事と育児の両立

仕事と介護の両立

職務を限定して専門性を高めたい

職務を限定した方が今後のキャリア設計を
しやすい

仕事と病気治療の両立

定年が近い

賃金が上がる

その他

無回答

合計(n=3,472)

図表 15　今後、5年先を見据えて、いわゆる正社員で
働く者の限定正社員という働き方を希望する可能性

（SA、単位＝％）【労働者調査】

n

希
望
す
る
可

能
性
が
あ
る

希
望
す
る
こ

と
は
な
い

無
回
答

合計 11,445 30.3 63.8 5.9 

＜性別＞

男性 7,043 21.7 72.6 5.7 

女性 4,397 44.2 49.6 6.2 

＜性・年齢＞

男性　20代以下 1,043 17.6 78.3 4.0 

男性　30代 1,882 18.8 76.4 4.8 

男性　40代 2,356 19.3 75.6 5.1 

男性　50代 1,456 29.2 62.7 8.1 

男性　60代以上 300 37.3 53.0 9.7 

女性　20代以下 1,128 51.2 44.9 4.0 

女性　30代 1,182 45.3 48.5 6.3 

女性　40代 1,329 37.2 56.8 5.9 

女性　50代 664 44.4 47.7 7.8 

女性　60代以上 89 43.8 31.5 24.7 

※勤め先企業での働き方が「いわゆる正社員」とする者を対象に集計。

※�勤め先企業での働き方が「いわゆる正社員」とする者のうち、今後5年先を見据えて、限定正社員といっ
た働き方を「希望する可能性がある」と回答した者を対象に集計。
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リ ア 設 計 も 限 定 さ れ る」
（31.2％）、「昇進が遅れる」
（22.2％）などとなっている（図
表17）。限定正社員を希望しな
い理由では、賃金低下が最も多
いが、職務限定により、能力向
上・キャリア形成での制約や、
昇進の遅れに対する不安もある
ことがうかがわれる。

２　高度専門人材

高度専門人材の採用状況

　企業調査では、高度専門人材
（注３）に対する採用状況につい
ても尋ねている。調査では、「貴
社における高度専門人材につい
て、５年前と比較した状況をお
答えください。また、高度専門
人材に関する５年先の見通しも
教えてください」と尋ねた。質
問項目は、①５年前と現在の比
較と②現在と５年先の比較の２
種類あり、二つの設問の共通の
選択肢として、「５年前から現在まで、高度専門人材
を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」
（注４）を設けている。
　そこで、「５年前から現在まで、高度専門人材を採
用したことがなく、今後とも採用する予定はない」を
除いた高度専門人材の採用企業（今後の採用を含む）
について集計したもの（したがって、「５年前から現
在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後と
も採用する予定はない」及び無回答を除き集計）が図
表18である（以下、「高度専門人材の採用企業」と略す）。
　それによれば、まず、①５年前と現在の比較（これ
まで）については、「社内にいるが、人数は変わらない」
が63.2％で最も割合が高い。増減に着目すると、「増
加・計」（「大幅に増加」（1.9％）、「やや増加」（28.2％）
の合計）の割合は30.1％であり、「減少・計」（「大幅
に減少」（0.8％）、「やや減少」（5.9％））の割合は6.7％
とわずかだ。
　一方、②現在と５年先の比較（今後）について見る

と、これまでと同様に、「社内にいるが、人数は変わ
らない」が53.3％で最も割合が高いものの、その増
減に着目すると、「増加・計」（「大幅に増加」（3.2％）、
「やや増加」（38.8％）の合計）の割合は42.0％であり、
「減少・計」（「大幅に減少」（0.9％）、「やや減少」（3.8％）
の合計）の割合は4.7％とわずかである。
　これまでと今後を比較すると、「増加・計」の割合は、
①５年前と現在の比較が30.1％、②現在と５年先の
比較が42.0％であり、今後のほうが11.9㌽高い。
　高度専門人材の採用企業について、高度専門人材の
仕事内容（複数回答）を尋ねたところ、「総務・人事・
経理・広報関係」が24.6％と最も多く、次いで、「経営、
管理」（22.3％）、「システム開発・設計」（20.9％）、「研
究開発」（20.4％）、「生産・製造」（15.9％）、「販売・
営業」（13.7％）などとなっている（図表19）。
　企業調査では、高度専門人材の採用状況において、
５年前と現在の比較で、社内の高度専門人材が「大幅
に増加」「やや増加」と回答した企業を対象に、高度

図表 18　高度専門人材の採用状況（①５年前と現在の比較、
②現在と５年先の比較）（SA、単位＝％）【企業調査】

1.9 

3.2 

28.2 

38.8 

63.2 

53.3 

5.9 

3.8 

0.8 

0.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①５年前と現在の比較(n=1,048)

②現在と５年先の比較(n=1,052)

大幅に増加 やや増加 社内にいるが、人数は変わらない やや減少 大幅に減少

図表 17　限定正社員の働き方を希望しない理由
（３つまでのMA、単位＝％）【労働者調査】

※�勤め先企業での働き方が「いわゆる正社員」とする者のうち、今後5年先を見据えて、限定正社員といっ
た働き方を「希望することはない」と回答した者を対象に集計。

※�高度専門人材の採用企業（今後の採用含む）を対象に集計（すなわち、「5年前から現在まで、高度専門
人材を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」とする企業及び、無回答を除き集計）。

77.7 

43.4 

38.7 

31.2 

22.2 

14.2 

10.3 

6.1 

4.5 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

賃金が低下する

多様な経験を通じて、能力を向上させたい

職務を限定し専門性を向上させても、それに見合っ

た額の賃金が払われない

職務を限定すると、キャリア設計も限定される

昇進が遅れる

結婚して子供がいる蓋然性が低い

親が介護を要するようになっている蓋然性が低い

その他

無回答

合計（n=7,298）
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専門人材について、企業内部で長期的に育成
したか、企業外部から獲得したかについて尋
ねたところ、「企業外部から獲得」が47.2％
と半数弱を占め、「企業内部で育成」（37.3％）
を上回っている（図表20）。

高度専門人材の多様化の状況

　次に、企業調査では、高度専門人材の採用
状況において、５年前と現在の比較で、社内
の高度専門人材が「大幅に増加」「やや増加」
と回答した企業を対象に、性別、年齢、国籍、
専門分野、職種等といった様々な観点からの
高度専門人材の多様化について、５年前と現
在の比較（これまで）と、現在と５年先の比
較（今後）について、それぞれ尋ねている。
それによれば、まず、５年前と現在の比較（こ
れまで）においては、「多様化・計」（「大幅
に多様化」（4.4％）、「やや多様化」（52.5％）
の合計）の割合は、56.9％となっている。「変
わらない」も38.3％を占めるが、「同質化・計」
（「大幅に同質化」（０％）と「やや同質化」
（0.6％）の合計）の割合は0.6％とわずかで
ある。これまでで言えば、高度
専門人材の多様化は、約半数の
企業で進んだとの認識だ。
　一方、現在と５年先の比較（今
後）においても、「多様化・計」
（「大幅に多様化」（7.6％）、「や
や多様化」（53.2％）の合計）
の割合は、60.8％となっている。
　これまでと今後を比較すると、
今後のほうが「多様化・計」の
割合がわずかに高くなって
いる（図表21）。
　次に、企業調査では、高
度専門人材の採用状況で、
５年前と現在の比較で、「大
幅に増加」「やや増加」と
回答した企業のうち、性別、
年齢、国籍、専門分野、職
種等の観点から５年前と比
較し、高度専門人材の多様

図表 19　高度専門人材の仕事内容（MA、単位＝％）【企業調査】

図表 20　高度専門人材の確保方法（SA、単位＝％）【企業調査】

図表 21　�高度専門人材の多様化の状況（① 5年前と現在の比較、②現在と 5年
先の比較）（SA、単位＝％）【企業調査】

24.6 

22.3 

20.9 

20.4 

15.9 

13.7 

8.5 

7.8 

7.3 

5.9 

4.5 

4.0 

3.7 

3.2 

1.2 

0.9 

10.0 

10.5 

0.0 10.0 20.0 30.0

総務・人事・経理・広報関係

経営、管理

システム開発・設計

研究開発

生産・製造

販売・営業

情報セキュリティ

医療・福祉

法務

市場調査（マーケティング）

コンサルティング

通訳・翻訳

国際貿易

Ｗｅｂデザイン

金融・ディーリング関係

データサイエンティスト

その他

無回答

合計（n=1,056)

37.3 47.2 15.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

(n=316)

企業内部で育成 企業外部から獲得 無回答

4.4 

7.6 

52.5 

53.2 

38.3 

34.5 

0.6 

0.6 

0.0 

0.0 

4.1 

4.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①５年前と現在の比較

(n=316）

②現在と５年先の比較

(n=316）

大幅に多様化 やや多様化 変わらない やや同質化 大幅に同質化 無回答

※�高度専門人材の採用企業（今後の採用含む）を対象に集計（すなわち、①5年前と現
在の比較、②現在と5年先の比較のいずれかで、「5年前から現在まで、高度専門人材
を採用したことがなく、今後とも採用する予定はない」とする企業及び無回答を除
き集計）。

※�高度専門人材の採用状況について、5年前と現在の比較で、「大幅増加」「やや増加」と回
答した企業を対象に集計。

※�高度専門人材の採用状況について、5年前と現在の比較で、「大幅増加」「やや増加」と回答した企業を対
象に集計。
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化が進んだ企業（「大幅に多
様化」「やや多様化」と回答
した企業）を対象に、高度専
門人材において多様化が進ん
だ事項を尋ねている。
　それによれば、「多様化・計」
（「大幅に多様化」「やや多様
化」の合計）の割合に着目す
ると、高度専門人材の多様化
が進んだ企業において、高度
専門人材の多様化が進んだ事
項は、「専門分野」が65.6％
と最も割合が高く、次いで、
「職種」（56.1％）、「年齢」
（50.6％）、「性別」（48.4％）、
「国籍」（31.2％）となって
いる（図表22）。以上を踏ま
えると、高度専門人材の採用
企業では、採用が増加傾向に
ある。採用増加企業のうち、
多様化も半数が進行したとし
ているが、特に専門分野、職
種などでの多様化を認識して
いる企業が多いようだ。

高度専門人材の活用によ
る効果

　それでは、高度専門人材を活用することの効果につ
いて、企業はどのように考えているのだろうか。企業
調査では、高度専門人材の採用企業を対象に、５年前
と現在を比較した高度専門人材の活用の効果について
尋ねている。
　それによれば、各項目での肯定的割合（「そう思う」
「どちらかと言えばそう思う」の合計）は、「イノベー
ションが促進された」（44.0％）が最も割合が高く、
次いで、「労働生産性が向上した」（40.3％）、「企業
収益が改善した」（39.9％）、「社員のモチベーション
が向上した」（37.4％）、「海外市場で稼ぐ力が向上し
た」（14.0％）となっている（図表23）。高度専門人
材採用企業では、「イノベーションの促進」「労働生産
性の向上」「企業収益の改善」などの効果を４割前後
が認識していることがうかがわれる。

３　副業・兼業

企業の副業・兼業に対する意向

　本調査では、近年、働き方で注目されている副業・
兼業についても企業・労働者双方にその認識を尋ねた。
まず、企業調査において、従業員の副業・兼業に関す
る意向を見ると、「副業・兼業を許可する予定はない」
が75.8％と最も割合が高い。しかし、「副業・兼業を
許可している」とする企業も11.2％あり、「副業・兼
業の許可を検討している」とする企業も8.4％ある（図
表24）。近年の副業・兼業に対する法政策を背景とし
ているかは不明だが、現在、副業・兼業の許可を検討
している企業が存在することがうかがわれる。
　次に、「副業・兼業を許可している」「副業・兼業の
許可を検討している」とする企業に対して、副業・兼

図表 22　５年前と現在を比較した高度専門人材において多様化が進んだ事項
（SA、単位＝％）【企業調査】

図表 23　５年前と現在を比較した高度専門人材の活用による効果
（n=1,056、SA、単位＝％）【企業調査】

n

大
幅
に
多
様
化

や
や
多
様
化

変
わ
ら
な
い

や
や
同
質
化

大
幅
に
同
質
化

無
回
答

多
様
化
・
計

①性別 180 5.6 42.8 48.9 0.6 - 2.2 48.4 

②年齢 180 5.0 45.6 45.6 1.1 - 2.8 50.6 

③国籍 180 5.6 25.6 63.9 0.6 - 4.4 31.2 

④専門分野 180 7.8 57.8 33.3 - - 1.1 65.6 

⑤職種 180 6.7 49.4 41.1 1.1 - 1.7 56.1 

※�高度専門人材の採用状況で、5年前と現在の比較で、「大幅に増加」「やや増加」と回答した企業のうち、性別、
年齢、国籍、専門分野、職種等の観点から5年前と比較し、高度専門人材の多様化が進んだ企業（「大幅に
多様化」「やや多様化」と回答した企業）を対象に集計。「多様化・計」は、「大幅に多様化」「やや多様化」
の合計。

※�高度専門人材の採用企業（今後の採用含む）を対象に集計（すなわち、①5年前と現在の比較、②現在と5
年先の比較のいずれかで、「5年前から現在まで、高度専門人材を採用したことがなく、今後とも採用する
予定はない」とする企業及び無回答を除き集計）。
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2.6 

1.4 
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37.5 

36.2 

34.8 

12.6 

23.3 

25.9 

28.0 

30.8 

20.7 

19.3 

19.8 

18.7 

18.8 

46.3 

13.4 

14.0 

13.4 

13.1 

18.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

イノベーションが促進された

労働生産性が向上した

企業収益が改善した

社員のモチベーションが向上した

海外市場で稼ぐ力が向上した

そう思う どちらかと言えばそう思う どちらかと言えばそう思わない そう思わない 無回答
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業を許可している理由（複数回答）を尋ねたところ、「従
業員の収入増加につながるため」が53.6％と最も多く、
次いで、「従業員が活躍できる場を広げるため」
（31.7％）、「従業員のモチベーションの維持・向上
につながるため」（31.4％）、「従業員の視野の拡大や
能力開発につながるため」（27.6％）、「組織外の知識
や技術を積極的に取り込むため（企業としてオープン・
イノベーションを重視）」（15.8％）などとなっている。
　これを副業・兼業の意向別に見ると、「副業・兼業
を許可している」とする企業（「許可企業」と略す）、「副
業・兼業の許可を検討している」とする企業（「検討
企業」と略す）ともに、「従業員の収入増加につなが
るため」とする割合が最も高いことに違いはないもの
の、両者を比較すると、許可企業に比べ検討企業のほ
うがいずれの項目の割合も高い。特に、許可企業に比
べ検討企業のほうが、「従業員のモチベーションの維
持・向上につながるため」「従業員の視野の拡大や能
力開発につながるため」「組織外の知識や技術を積極
的に取り込むため（企業としてオープン・イノベーショ
ンを重視）」「従業員が活躍できる場を広げるため」の
割合が高い。現在、副業・兼業を検討している企業で
は、従業員の収入の増加に加えて、モチベーションの
維持・向上や視野の拡大、能力開発などを許可理由と
考えている傾向にあるようだ（図表25）。
　一方、「副業・兼業を許可する予定はない」とする
企業に対して、副業・兼業を
許可しない理由（複数回答）
を尋ねたところ、「過重労働
となり、本業に支障をきたす
ため」が82.7％と最も多く、
次いで、「労働時間の管理・
把握が困難になる」（45.3％）、

「職場の他の従業員の業務負担が増大する懸念がある
ため」（35.2％）、「組織内の知識や技術の漏えいが懸
念されるため（企業としてクローズド・イノベーショ
ンを重視）」（31.4％）、「人材の流出につながる懸念
がある」（28.4％）などとなっている（図表26）。

労働者側から見た副業・兼業に対する意向

　では、労働者側の副業・兼業に対する意向はどのよ
うなものであろうか。労働者調査では、「今後、５年
先を見据えた際、主な仕事以外に収入を伴う労働（副
業・兼業）をしたいと思いますか。また、すでに副業・
兼業をされている方は、その機会や割く時間を増やし
たいと思いますか」と尋ねている。
　それによれば、副業・兼業を「新しくはじめたい」
が23.2％、「機会・時間を増やしたい」が13.8％、「機
会・時間を減らしたい」が1.3％、「するつもりはない」
が56.1％となっている。副業・兼業の実施に積極的
な者（「新しくはじめたい」「機会・時間を増やしたい」
の合計）の割合は37.0％と４割弱を占めている。副業・
兼業の実施に積極的な者の割合を性別に見ると、男性
が38.9％、女性が34.3％となっており、その割合に
ほとんど差は見られない（図表27）。潜在的には、副業・
兼業に積極的な層が一定程度いることがうかがわれる。
　今後、５年先を見据えて副業・兼業の実施に積極的

図表 25　副業・兼業を許可している理由（検討を含む）（MA、単位＝％）【企業調査】
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合計 442 15.8 14.7 31.7 4.3 53.6 27.6 31.4 12.7 4.1 

＜副業・兼業の意向＞

副業・兼業を許可している 252 12.7 11.9 28.6 1.6 51.6 19.4 22.6 17.1 6.0 

副業・兼業の許可を検討している 190 20.0 18.4 35.8 7.9 56.3 38.4 43.2 6.8 1.6 

※従業員の副業・兼業に関する意向について、「副業・兼業を許可している」「副業・兼業の許可を検討している」とする企業を対象に集計。

図表 24　従業員の副業・兼業に関する意向（SA、単位＝％）【企業調査】

 6.4 8.57 4.8 2.11

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計(n=2,260）

副業・兼業を許可している 副業・兼業の許可を検討している 副業・兼業を許可する予定はない 無回答
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な者（「新しくはじめたい」「機
会・時間を増やしたい」と回
答した者）に対して、副業・
兼業を望む理由（３つまでの
複数回答）を尋ねたところ、
「収入を増やしたいから」が
85.1％で最も多く、次いで、
「自分が活躍できる場を広げ
たいから」（53.5％）、「様々
な分野における人脈を構築し
たいから」（41.7％）、「組織
外の知識や技術を積極的に取
り込むため（オープン・イノ
ベ ー シ ョ ン を 重 視）」
（36.6％）などとなってい
る（図表28）。副業・兼業の
希望理由は収入増加が最多で
あるが、活躍の場の拡大や人
脈構築も上位にあがっている。
　一方、今後、５年先を見据
えて、副業・兼業の実施に消
極的な者（副業・兼業を「す
るつもりはない」「機会・時
間を減らしたい」と回答した者）に対し
て、副業・兼業を望まない理由（３つま
での複数回答）を尋ねたところ、「過重
労働となり、本業に支障をきたすため」
が61.6％と最も多く、次いで、「家族や
友人と過ごす時間を重視するため」
（56.5％）、「勤め先企業で禁止されて
いるから」（40.4％）、「現在の収入で十
分生活できるから」（29.1％）などとなっ
ている（図表29）。以上を踏まえると、
企業調査では、副業・兼業を許可しない
理由として、「過重労働となり、本業に
支障をきたすため」が大半を占めていた。
一方、労働者調査においても、過重労働
に対する懸念が強い。副業・兼業をする
ことで過重労働を招きやすい現状につい
て、労使での認識が一致しているようだ。
働き方改革により、生産性を高め、長時
間労働を是正することが望まれる。

図表 27　今後、５年先を見据えた際の副業・兼業の意向
（SA、単位＝％）【労働者調査】

図表 28　副業・兼業を望む理由
（３つまでのMA、単位＝％）【労働者調査】
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合計（n=12,355）

＜性別＞

男性（n=7,335）

女性（n=5,014）

新しくはじめたい 機会・時間を増やしたい 機会・時間を減らしたい するつもりはない 無回答

85.1 

53.5 

41.7 

36.6 

12.9 

10.0 

9.7 

0.7 

0.6 

3.9 

2.7 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

収入を増やしたいから

自分が活躍できる場を広げたいから

様々な分野における人脈を構築したいから

組織外の知識や技術を積極的に取り込むため（オー

プン・イノベーションを重視）

転職したいから

起業したいから

時間にゆとりができたから

仕事を頼まれ、断り切れなかったから

職場の上司や同僚が副業・兼業をはじめたから

その他

無回答

合計(n=4,571）

※�今後、5年先を見据えて、副業・兼業を「新しくはじめたい」「機会・時間を増やしたい」
とする者を対象に集計。

図表 26　副業・兼業を許可しない理由（MA、単位＝％）【企業調査】
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過重労働となり、本業に支障をきたすため

労働時間の管理・把握が困難になる

職場の他の従業員の業務負担が増大する懸念があるため

組織内の知識や技術の漏えいが懸念されるため

（企業としてクローズド・イノベーションを重視）

人材の流出につながる懸念がある

組織としての統制力が弱まる懸念がある

経営トップの理解が得られない

その他

無回答

合計(n=1,714）

※従業員の副業・兼業に関する意向について、「副業・兼業を許可する予定はない」とする企業を対象に集計。
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〔注〕
１　�本調査での調査票上の定義では、「「高度外
国人材」とは、在留資格「高度専門職」「経
営・管理」「研究（企業内の研究職）」「技術・
人文知識・国際業務」「法律・会計業務」「企
業内転勤」等といった就労目的の在留資格
を所有している外国人を指す」としている。

２　�回答者属性として、労働者調査でも、いわ
ゆる正社員か限定正社員かを尋ねており、
「限定正社員」は7.1％だった。

３　�本調査での調査票上の定義では、「「高度専
門人材」とは、修士課程、博士課程等を修
了し、ある特定分野における高度かつ専門
的な技術、技能、知識、実務経験、指導経
験等を有する人材を指す」としている。

４　�企業調査票では、①５年前と現在の比較と
②現在と５年先の比較の２種類の設問につ
いて、共通の選択肢６として、「５年前から
現在まで、高度専門人材を採用したことが
なく、今後とも採用する予定はない」を設
けている。「５年前から現在まで、高度専門
人材を採用したことがなく、今後とも採用
する予定はない」は、44.0％（995件／2,260
件）である。

（主任調査員補佐・奥田栄二、労働政
策研究所副所長・荻野登、主任調査員・
新井栄三）

図表 29　副業・兼業を望まない理由�
（３つまでのMA、単位＝％）【労働者調査】
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過重労働となり、本業に支障をきたすため

家族や友人と過ごす時間を重視するため

勤め先企業で禁止されているから

現在の収入で十分生活できるから

従業員が副業・兼業をする社風が醸成されていない

職場の他の従業員の業務負担が増大する懸念が
あるため

組織内の知識や技術の漏えいが懸念されるため

（クローズド・イノベーションを重視）

勤め先企業における諸手続が煩雑だから

その他

無回答

合計(n=7,098）

※�今後、5年先を見据えて、副業・兼業を「するつもりはない」「機会・時間を減らしたい」
とする者を対象に集計。

企業調査票
n ％

労働者調査票
n ％

合計 2,260 100.0 合計 12,355 100.0 
問１：業種 鉱業、採石業、砂利採取業 ４ 0.2 問１：性別 男性 7,335 59.4 

建設業 164 7.3 女性 5,014 40.6 
製造業 624 27.6 無回答 ６ 0.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 13 0.6 問３：年齢 15～24歳 734 5.9 
情報通信業 81 3.6 25～29歳 1,588 12.9 
運輸業、郵便業 208 9.2 30～34歳 1,558 12.6 
卸売業、小売業 356 15.8 35～39歳 1,737 14.1 
金融業、保険業 50 2.2 40～44歳 2,169 17.6 
不動産業、物品賃貸業 28 1.2 45～49歳 1,806 14.6 
学術研究、専門・技術サービス業 52 2.3 50～54歳 1,362 11.0 
宿泊業、飲食サービス業 111 4.9 55～59歳 939 7.6 
生活関連サービス業、娯楽 60 2.7 60～64歳 344 2.8 
教育、学習支援業 48 2.1 65～69歳 76 0.6 
医療、福祉 134 5.9 70歳以上 25 0.2 
複合サービス事業（郵便局、協同組合など） ４ 0.2 無回答 17 0.1 
サービス業（他に分類されないもの） 284 12.6 問 ８： 従 業 員

規模
99人以下 588 4.8 

その他 28 1.2 100～299人 7,442 60.2 
無回答 11 0.5 300～999人 2,988 24.2 

問 １： 従 業 員
規模

99人以下 99 4.4 1,000～9,999人 1,125 9.1 
100～299人 1,380 61.1 １万人以上 104 0.8 
300～999人 569 25.2 無回答 108 0.9 
1,000～9,999人 192 8.5 問９：業種 鉱業、採石業、砂利採取業 21 0.2 
１万人以上 12 0.5 建設業 1,028 8.3 
無回答 ８ 0.4 製造業 3,363 27.2 

電気・ガス・熱供給・水道業 160 1.3 
情報通信業 423 3.4 
運輸業、郵便業 1,014 8.2 
卸売業、小売業 1,727 14.0 
金融業、保険業 346 2.8 
不動産業、物品賃貸業 142 1.1 
学術研究、専門・技術サービス業 248 2.0 
宿泊業、飲食サービス業 561 4.5 
生活関連サービス業、娯楽業 228 1.8 
教育、学習支援業 257 2.1 
医療、福祉 873 7.1 
複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 33 0.3 
サービス業（他に分類されないもの） 1,631 13.2 
その他 200 1.6 
無回答 100 0.8 

表１　回答企業の属性【企業調査】 表２　回答者の属性【労働者調査】


